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研究成果の概要（和文）：　本研究では,評価者へのインセンティブが与えられていない場合,どのような状況で評価が
機能するか,バイアスが生じるかを研究する.先ず,VSRPDの実験で,関係を断ち切ることがパニッシュメントとして利用
される一方,他方では関係を継続することが相手を評価していることのシグナルとして機能しているケースが検出され
た.
　次に,消費者の購買行動のように,財への選好に基づく,インセンティブを与えなくとも評価が行われるような場合,外
部環境がどのようにそういった評価に影響を与えるかを分析した.エコラベルによる認知バイアスや,クイズの賞品とし
て得られる賞品の評価が,理論値よりも大きく乖離していることが示された.

研究成果の概要（英文）：We consider the incentive of evaluation or estimation when monetary incemtive is 
biased. First we consider the signal effects of VSRPD of economic experiment. We find that hutdown of 
relationship could be used as a siglnal of make good relationship.
 Then we consider the behavioral nature of consumer in which they face gamble effects choosing the 
comodity, as it is, conducting quiz-catcher. We find the biase can not rejected and the thoreical 
estimation of expected expenditure is very different from the acutual expenditure in quiz-catcher.
 Finally we consider the effects of cogintive biase by eco-labeling. We also pointed out that those 
cognitive bias forced manufacturers to stop producing less energy efficient products. Using data on price 
and energy-efficiency of air-conditioners sold in Japan between 2001 and 2005.

研究分野： 情報経済学

キーワード： 行動経済学　VSRPD　経済実験　評価行動　射幸心
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１．研究開始当初の背景 
 Wikipedia に代表されるように，インター
ネット技術・コンテンツ技術による「会話的
にコンテンツが形成されるシステム」では，
原著作者・原著作を引用して著作する引用著
作者・読者の三者が渾然一体となった動的で
会話的な営みにより,新たな知的財産を構築
することが可能となる．そのため，従来のコ
ミュニケーション以上に，分権的ネットワー
クにおける情報の効率的伝播・生成が促進さ
れ，会話型知識の生産，生活情報の流通が進
展する可能性を秘めている． 
 しかしながら，Wikipedia で示されている
ように，現状では，知識形成の評価が難しく，
インセンティブの付与に必要な評価設計が
困難なため，知識形成自体のインセンティブ
も十分でないという問題がある．より社会的
に有効な知識形成への飛躍のためにも，適切
な金銭的インセンティブの付与が期待され
る．  
研 究 分 担 者 の 藤 原 の 先 駆 的 な 研 究
"Bargaining and Market Behavior in 
Jerusalem, Ljubljana, Pittsburgh, and 
Tokyo: An Experimental Study," (with 
A.Roth, V.Prasnikar and S.Zamir) 
American Economic Review, Vol.81(5), 
1991, pp.1068-95.以来，経済理論では十分説
明できない経済行動を実験で検出するとい
う実験経済学は，近年ますます盛んになって
いる．連携研究者の瀧澤も，私的情報がある
チープトーク・ゲームの実験を行い，あらゆ
る均衡精緻化の理論がバブリング均衡を選
んでいるにも関わらず，そしてメッセージの
送り手がそのように行動しているにも関わ
らず，メッセージの受け手は送り手が正直に
自分のタイプを顕示したものとみなしてナ
イーブに行動する結果，分離均衡が頻繁に生
じることを見出している． 
 このような成果をふまえ，申請者の中泉を
研究代表者とした平成 18年度から 20年度に
行われた基盤研究(B)「会話型知識の著作権契
約に向けた理論分析・実証実験の統合のため
の学際的研究」において，連携研究者の藤原
を含む今回の申請とほぼ同様のメンバーが，
インターネット上での知識形成のインセン
ティブを研究するため，日米両国で Web 上
での社会実験を行ってきた． 
 そこでは，実験参加者に対して事前アンケ
ートへの回答後にある知識テーマに関して
議論をするように依頼し，また実験中の参加
者内部の相互評価により選ばれた,優れた参
加者を編集者として議論内容を要約するこ
とを求めた．最後に全参加者に事後アンケー
トにおいて編集結果への満足度を尋ねた．編
集者が行った編集結果を，チャットの参加者
に評価させるという相互評価を導入し，編集
結果への満足度が低い場合は当初の金額の
半額となるというインセンティブ設計を課
した．また，インセンティブの効果を検証す
るために，2,000 円 (20 ドル)及び 8,000 円 

(80 ドル) の異なる 2 種類の金額を用意した． 
 なお，ここでは評価者へのインセンティブ
が賦与されていない．この場合，経済学的に
はどのような評価結果も想定される．しかし，
昨今わが国でも導入された裁判員を連想す
るとわかるように，仮にインセンティブがな
くとも，他者へ重要な影響を与える行動にお
いては，個人が一定の規律に従って行動する
と予想される．近年盛んに研究されている行
動経済学はこういった点を分析することも
重要な研究テーマであり，本研究では，経済
実験でそれを検出・分析するものと位置づけ
られる． 
 実験の結果，すべての編集者の編集物の満
足度は一定水準を下回ることなく，編集を行
った編集者は全員，全額の報酬を得た．しか
しながら，満足度に関しては，報酬の高い編
集者の編集の方が低い編集よりも低いとい
う，興味深い結果が生じた． 
上記の結果は非常に興味深いものの，この結
果が，編集者の行動に由来するものか，評価
者の行動に由来するものかが明らかにされ
ていないことが最大の限界である．そのため，
2010 年度には日本証券財団の研究資金等に
よって，日米で新たなモニターによる外部評
価を追加で行うことで，この点を明らかにす
る調査を行っている． 
 更に，今回の編集結果を編集作業量という
観点からみると，日本の場合，高報酬でも十
分な編集を行っていないようにみえ，そもそ
もインセンティブが十分でないように見え
るのに対して，米国では高報酬をえている編
集者が十分な努力しているが，高報酬の評価
者に対する評価がきびしく，評価が低くなっ
ているようにみえる． 
 このように，インセンティブを賦与されて
いないもとで，評価者が行う評価がどのよう
な行動経済学的側面を有するかを検証する
と同時に，それがインセンティブ設計にどう
影響するかについて検証するため，本研究で
は，評価者の行動を踏まえた，知識形成のた
めの金銭インセンティブを決定・配賦するた
めの制度システムの設計について導出する
ことを長期的な目標としている． 
 先ず，裁判員の場合のように，評価者の決
定が極めて大きい影響を評価の対象者に与
える場合，より評価者が真剣な評価を行うこ
とが予想される．そのため，評価者の評価結
果が，編集者により大きな影響を与える場合，
評価がより正確になるかどうかを検証する
ことが第 1 の目的である． 
 次に，前回の実験の場合，評価者の評価が
厳しい評価を与えることをさけることが許
容されたため，特に日本では十分にインセン
ティブが有効ではなかったという結果が得
られた点が指摘される．そのため，トーナメ
ント等を導入し，より強いインセンティブを
与えるような仕組みにより，より正確な評価
が行われるかどうかを検証ことが第 2の目的
である． 



２．研究の目的 
 本研究では，上記の結果を詳細に分析する
とともに，仮に評価者へのインセンティブが
与えられていない場合，どのような状況で編
集者へのインセンティブがより有効となる
かを研究するものである． 
 まず，実際の経済実験において，宗教など
が意思決定に与える影響を経済実験下で厳
密に考察することが，研究目的のもう一つの
柱である． 
 その上で，消費者の購買行動のように，財
への選好に基づく，インセンティブを与えな
くとも評価が行われるような場合，外部環境
がどのようにそういった評価に影響を与え
るかを考察することが一つの目的である． 
 
３．研究の方法 
 先ず，これらのインセンティブを分析する
ためには，金銭的インセンティブに基づく行
動の特定をベースラインとして設定する必
要がある．このため，VSRPD の経済実験を日
本とパキスタンで行い，国や宗教の相違が強
調のガバナンスにどのように影響を与えた
かを検証した．それによって，長期的な関係
の下での適切な行動の遵守を退出行動も含
めたモデルの経済実験で行い，行動経済的な
側面を分析した． 
 次に，オンラインでのクイズゲームを運営
するネオプロモーションとの協力により，キ
ャ ン ペ ー ン 生 活
(http://campc.tobemedia.net/)，すなわち
クイズキャッチャーの経済分析を行う．そこ
では，膨大な顧客データを用いたビッグデー
タを用いて，クイズの商品として，商品を獲
得する際と，実際の購買行動との相違につい
て，行動経済学的な検証を行うことで，状況
の変化による消費者の商品への評価がどの
ように変化するかを分析した． 
 第３に，トップランナー基準とエコラベル
による情報提供について分析し，認知バイア
スが意思決定に与える影響を中心に考察す
る．トップランナー基準とは，自動車や電
気・ガス石油機器(家電・OA 機器等) などの
省エネ法で指定する特定機器の省エネルギ
ー基準を，基準設定時に商品化されている製
品のうち「最も省エネ性能が優れている機器
（トップランナー）」の性能以上に設定する
制度である．中泉は平成 18 年度以降，エア
コン，冷蔵庫におけるトップランナー基準の
効果について考察してきた．特にエアコンに
おいて，加重平均で達成すればよい基準がほ
ぼすべてのスペックで達成されているとい
う点を指摘し，エコラベリングによる認知バ
イアスの可能性について理論的に考察した． 
 
４．研究成果 
 まず，経済実験に関しては，行動経済学的
分析を補完するために研究分担者の藤原が
中心となり，被験者がラボで，インセンティ
ブを与えられて行う経済実験を中心に行っ

た．従来の繰り返しゲームの実験では，関係
が無限期間継続されるに相当する状況を仮
想的にラボで実現するか，強制的にランダム
に関係が断ち切られるかのどちらかの状況
での経済実験が中心であったが，今回藤原を
中心として行った実験では， 
繰り返しゲームの結果を見て，プレイヤーが
いつでも相手との関係を，途中で断ち切れる
VSRPD の実験を行った．途中で関係を断ちき
るという選択肢がある場合，相手との関係を
継続するという選択肢を選ぶことは，相手に
対して好意的な評価を与えているというシ
グナルを送ることと理解できる．このシグナ
ルがどのように利用されるかを実験で明ら
かにし，チープトークに近い評価システムと
どのように乖離するかのベースラインを得
ることに成功した． 
 特に興味深い知見として，関係を断ち切る
ことがパニッシュメントとして利用される
一方，他方では関係を継続することが相手を
評価していることのシグナルとして機能し
ていること．VSRPD の枠組みでは，相手が裏
切るような行動をしても，それを許して関係
を継続することで，長期的に協力関係を築こ
うとする戦略が存在することが検出された
ことがあげられる． 
 次に，キャンペーン生活とは，インターネ
ット上でクイズに答え，正解すると商品が得
られるオンラインのクイズゲームサイト．１
ゲーム 300 円(税込み 315 円)で，様々な商品
とクイズの組み合わせに挑戦できる．当然，
商品の価格に比例して，クイズの難易度が高
くなることで，高い商品を得るためには，よ
り多くゲームを行わなければならない． 
 ここでは，クイズで得られる場合と実際の
購入行動との商品の価格のズレ，また，射幸
心がどの程度存在するかについて考察した． 
合理性を仮定した従来の消費者行動では，財
の価格と質のみによって，購入行動が行われ，
購入環境や購入の方法がその財への評価に
影響を与えることはないと仮定している．  
 そのため，クイズキャッチャーで購入され
る商品も，クイズの難易度に基づいた期待支
出額(+リスクプレミアム)が，当該財の価格
に相当するはずである．しかしながら，実際
にはクイズキャッチャーで支出される財の
期待支出額は，商品ごとに大きく異なること
が示された． 
 興味深いのは，金券が商品の場合，リスク
プレミアムやクイズへの選考を考慮した最
低式を有意に推計することができたため，商
品属性がより複雑な効果をもたらしている
ことも明らかになった． 
 また，クイズが射幸心をもたらすかについ
ては，1.過度に依存したユーザーだけから収
益を得ている訳ではないことが，統計的にも
示されること．2.その収益分布は電話等の通
常の商品でも見受けられるものであること．
3.過度な依存性を排除するため，一定の参加
の上限を設けていること．4.過度に利益率が



高い訳ではないこと．5.商品の価格を明示的
に示していないものも多いが，価格を提示し
た方が射幸心をあおる傾向があるので，それ
を回避しようとしていること．等が明らかに
なった． 
 最後に，日本の環境政策で行われているト
ップランナープログラムの中で使用されて
いるエコラベリングがもたらした認知バイ
アスの影響について述べる．トップランナー
基準とは，各々の機器において，基準設定時
に商品化されている製品のうち「最も省エネ
性能が優れている機器（トップランナー）」
の性能以上に設定する制度である．1998 年の
トップランナー基準導入後，2005 年の達成時
点で，エアコンでは５０％以上のエネルギー
効率の改善を達成する等，機械器具の省エネ
化に一定の効果を果たしたことは明らかで
ある．ここでは，制度の達成状況をラベルの
色で示すというエコラベルが導入された． 
 興味深い事実として，当該制度では，加重
平均で目標を達成するだけで良いことが制
度上許されているにもかかわらず，特にエア
コンでは，ラベルの色の違いが未達成の製品
をすべて駆逐することになったことである．
この効果についてヘドニックモデルを用い
て分析した．特にエアコンにおいて，加重平
結果として，そういった色の違いによるエコ
ラベリングの認知バイアスの可能性，さらに，
基準選定でのスピルオーバーの可能性とい
う，需要供給両面での効果を理論的に指摘す
ることができた． 
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